


　　


　　　　　　　　　　　那覇市　企画財務部　企画調整課
　　　　　　　　　　　　　　　　

１　ＩＳＯ９００１導入のきっかけ

平成１２年１２月、市政改革に関する様々な目標や政策を掲げて、翁長雄志那覇市長が就任した際、市長がいち早く取り組んでいくと約束したことは、市民に親しまれる市役所づくりであった。これまでの行政サービスは「お役所仕事」という言葉が示すように、ともすれば不親切、無愛想、非効率という印象をもたれがちであった。那覇市も例外ではなく、市民の市役所に対する評価や、印象には大変厳しいものがあった。このような印象を持たれている市役所を変えるには、トップの強いリーダーシップと明白な改革理念、それに加えて職員の意識改革が必須条件であり、職員の行動を通して市役所を変革していきたいとの強い思いから、市長はその手段としてＩＳ０９００１の導入を表明し、平成14年７月に市民サービス部門の最前線の課であり、市民の利用が最も多い市民文化部市民課（本庁）においてＩＳＯ９００１の認証を取得した。

　　その後、窓口サービスの向上と市民との協働をさらに高めるため、平成16年９月に、市民課三支所・市民活動課（現：市民生活安全課）に適用範囲を拡大し、さらに平成20年12月には、市役所のあらゆる分野で市民本意の行政サービスが提供され、さらなる市民満足度の向上が図られることを目的に、市長事務部局全部署に適用範囲を拡大した。
２　ＩＳＯ９００１を導入した意義
内外の社会経済環境においては大きな転換期を向かえ、社会全体の構造改革が強く求められている今日、行政においても従来の行政体質を転換し、新しい時代に相応しい行政システムを創り上げることが求められている。

　　本市においても、過去数次に渡り行政改革に取り組んできた。しかしながら、従来の行政改革は、財政健全化に向けた緊急避難的な色彩が強かった。結果的には、歳出削減や職員定数の削減を行い､―定程度の行革効果は上げたが､本市行政の「あり方」や「仕組み」までを変えるには至らなかった。

　　当時、変革の時代に対応出来るような市役所づくりを推進するため、都市経営の視点を導入した「第４次経営改革アクションプラン」を策定し、行財政改革の取り組みを進めててきた。

　　ＩＳＯ９００１の認証取得も、新しい経営改革の一つの試みである。ＩＳＯ９００１品質マネジメントシステムでは、常に市民ニーズを把握し、継続的改善を実施しながら、低コストで質の高い行政サービスを提供するシステムを構築することが求められており、同システムは経営改革の有効なツールとなるものである。また、経営改革を推進していく中では、新しい行政課題に対し、職員―人ひとりが常に問題意識を持ち、自らの仕事に主体的に取り組むことが求められており、職員の意識改革にも非常に有効である。

資料１　「ＩＳＯ９００１導入によるメリット」参照

３　認証取得活動

(1)　事前調査

　　　平成13年３月15日　先進都市の群馬県太田市を視察

　　　平成13年７月13日　先進都市の長野県佐久市を視察

　　　平成13年７月26日　県内でISO9001認証取得している最大の組織である沖縄電力を視察

　　　平成13年８月１日　県内で全庁的に認証取得している名護市を視察

(2)　組織体制

　　　平成13年５月25日　ISO9001認証取得推進本部要綱を制定

平成13年11月20日　ISO9001管理組織設置要綱を制定（平成25年4月1日改正）

(資料３「ISO9001管理組織図」参照)
(3)　ＩＳＯ推進事務局

経営管理局行政経営室（現在は企画財務部企画調整課）にＩＳＯ事務局を設置

平成13年度　　　　　主幹　１人・主査１人、　市民課兼任主査　1人

平成14年度　　　　　主査　２人・市民課兼任主査　２人

平成15年度～18年度　主査１人

平成19年度　　　　　主幹　１人・主査１人

平成20年度　　　　　副参事　２人・主幹　１人・主査１人

平成21年度　　　　　主幹　１人・主査１人

平成22年度　　　　　副参事　１人・主査１人

＊全員が他の業務を兼任。（ＩＳＯへの従事割合は40％～80％）

　　　平成23～31年度　　 主査　1人（従事割合40%程度）
(4)　コンサルタント

ＩＳＯ認証取得コンサルタントのノウハウと専門スタッフを有するコンサルタント業者の中から、地元や自治体実績のあるコンサルタント数社へ調査票を送付、その調査票回答や、提案書、選定委員会でのプレゼンテーション内容等を基にプロポーザル方式で決定した。(結果として、初期導入時はＴＤＫテクノ株式会社と、認証拡大時は有限会社キューテックと業務委託契約を締結)

(5)　審査登録機関

　　　　日本適合性認定協会(JAB)認定の審査登録機関より、公共行政の範囲認定を受けている機関について分析を行い､自治体登録の実績のある審査登録機関２社より見積書を提出してもらい、審査登録に至るまでの内容、及び認証取得後の定期審査方法等を比較検討し決定を行った。（結果として、初期導入時は財団法人日本品質保証機構と、平成16年度から財団法人南西地域産業活性化センターと、平成20年度から平成25年度までは日本検査キューエイ株式会社、平成26年度から28年度はｲﾝﾀｰﾃｯｸ・ｻｰﾃｨﾌｨｹｰｼｮﾝ㈱、平成29年度から31年度は日本検査キューエイ株式会社と審査登録契約を締結）

(6)　ワーキングチーム（ＷＴ）
　　　　初期導入時には、認証取得実施課の市民課において､ＷＴリーダー(各係長)のもと、補助担当としてサブリーダーを各係より１人～２人選出し、課内にて中心的に活動を行うＷＴを編成した。このＷＴとＩＳＯ事務局を軸に、コンサルタント指導のもと、各文書類や、業務手順書の作成等を行った。チーム会議は、調整会議を含めると、最終的に100回以上行われた。認証拡大時には、文書管理や、目標管理、購買、クレーム処理等の分野別にそれぞれ精通した職員を指名して６つのＷＴを編成した。目標管理制度や、人事評価制度等、すでに全庁的に実施しているマネジメントツールとの整合性を図り、窓口部門を対象としたマニュアルを全庁的に対応できるようなものにするため、延24回のチーム会議を実施した。　※その他活動詳細　  資料２　「これまでの主な取組」参照

４　認証取得に要した費用

(1)　認証取得時（平成13年度～14年度）
①時間外手当　　　　　　　　　　　4,936,711円

②コンサルタント業務委託料　　　　4,521,000円

　　　③審査登録手数料　　　　　　　　　2,273,000円

　　　④旅費　　　　　　　　　　　　　　　921,000円

計　　　　　　　　　 　　　　　12,651,711円

市民課では、ISO9001認証取得事業と平行して、窓口業務時間の拡大を実施するにあたり次のような試行等を行った。

平成13年10月～12月まで　　　　火・木の週２回午後７時までの窓口延長試行

平或14年１月～３月まで　　　　　月～金の毎日午後７時までの窓口延長試行

平或14年３月中旬～４月中旬　　　繁忙期土日の窓口開設

平成14年４月１日～　　　　　　　月～金の毎日午後６時までの窓口延長本格実施

このような状況から、ＩＳＯに関する研修や取り組みを業務時間外に行わざるを得ず、時間外勤務手当が発生した。

 (2)　認証拡大時（平成19年度～20年度）

　　　①時間外手当　　　　　　　　　　　2,118,303円

②コンサルタント業務委託料　　　　4,725,000円

　　　③審査登録手数料　　　　　　　　　1,800,750円

　　　④非常勤職員報酬　　　　　　　　　1,403,872円

　　　⑤消耗品費　　　　　　　　　　　　　123,532円

　　　　計　　　　　　　　　　　　　　 10,171,457円

５　認証維持に要する費用（認証拡大後）

(1)　審査登録料　定期審査　　　　　約110万円　（３年毎の更新審査　220万円）

(2)　研修委託料　内部監査員養成　　約　20万円

(3)　時間外手当　　　　　　　　　　約　15万円　　　

　 　計　　　　　　　　　　　　　　約145万円　（３年毎の更新審査　255万円）
H23年度　審査登録手数料（定期審査）　　472,500円（入札実施）

内部監査員養成研修（委託料）　 94,500円

H24年度　審査登録手数料（定期審査）　　483,000円　
内部監査員養成研修（委託料）　 94,500円

H25年度　審査登録手数料（更新審査）　　988,680円　
内部監査員養成研修（委託料）　 94,500円

H26年度　審査登録手数料（定期審査）　　378,000円（入札実施）

内部監査員養成研修（委託料）　 97,200円
　H27年度　審査登録手数料（定期審査）　　378,00円

　　　　　　内部監査員養成研修（委託料）   97,200円

H28年度　審査登録手数料（更新審査）　　615,600円

　　　　　　内部監査員養成研修（委託料）   97,200円

2015年版移行コンサルティング業務（委託料）972,000  円（入札実施）
H29年度　審査登録手数料（定期審査）　　331,992円（見積比較）
　　　　　　内部監査員養成研修（委託料） 86,400 円

H30年度　審査登録手数料（定期審査）　　331,992円（入札実施）

　　　　　　内部監査員養成研修（委託料） 86,400 円

H31年度　審査登録手数料（更新審査）　　993,600円
　　　　　　内部監査員養成研修（委託料） 43,200 円

６　ＩＳＯ導入効果
ISO9001の導入により、下記のような個別事項において様々な向上効果があり、市民課窓口にて認証取得前から継続的に実施している「市民満足度アンケート結果」では、別紙（資料４）のグラフのように、総合的に市民満足度が向上している。

（1）導入効果

　①　業務マニュアルの整備

　　　業務手順書を作成するにあたり、業務の流れのチェックを行い、担当職員の処理手順の確定と、責任権限が明確化され、職員の業務処理技術のばらつきがなくなった。その結果、窓ロサービスの平準化が図られた。又、業務手順書の活用により、人事異動時の引継時間の短縮や、職員研修の強化が図られた。

②　業務改善及び改善意欲の向上

　　　定型業務にも数値目標を設定し、その達成に向けて係体制を越え、プロセスに関わる職員全員が測定・分析・改善に取り組み、作業動線に合わせた事務室内レイアウト変更や、窓口のローカウンター化、記載案内コーナーの拡大等、職員自ら改善を実施し、待ち時間の短縮や、窓口環境の改善が図られた。これらの改善について、平成15年11月に行われた業務改善発表会において、市長賞を受賞した。

　　　又、このような取り組みを通して職員の意識改革が図られ、業務改善意欲が向上している。

③　接遇の向上

　　　市民課独自の「さわやか対応マニュアル」を作成、同マニュアルに基づく研修を実施し、その実践により接遇の向上が図られた。その後、全庁的な接遇マニュアルが作成され、接遇リーダーを中心に研修等が行われ、全庁的に接遇の向上が見られる。

④　苦情・要望等への迅速な対応

　　　是正処置の一貫として、苦情・要望への対応を「不適合等処理フロー」として要領に定め､周知､実践したことにより苦情･要望等への迅速な対処が図られた。

　　（現在は、是正・予防処置要領）
⑤　予防処置による繁忙期対策の実施

　　　年度末で転出、転入届けの多い３月～４月の繁忙期や、児童手当現況届出時において、予防処置として土日の窓口開設や、郵送による現況届け受付等、事前に職員配置や、処理方法等の計画を立て、対策を実施したことにより、繁忙期でありながらも、スムーズに市民サービス対応が行われ、市民サービス向上が図られた。

発生状況まとめ
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平成20年 - - - 0 - - - 4 42 9 2 34

平成21年 47 - - 0 0 53 18 0 8 12 1 27

平成22年 41 - - 0 0 83 17 0 2 30 0 45

平成23年 29 - - 0 10 72 13 - - 23 1 20

平成24年 37 0 27 0 6 48 8 - - 24 0 31

平成25年 42 0 27 0 6 91 19 - - 64 0 49

平成26年 34 0 29 0 2 123 10 - - 4 0 7検討事項　３件

平成27年 43 6 18 0 1 116 20 - - 8 2 4検討事項　3件

平成28年 65 10 15 1 1 109 17 - - 28 0 1検討事項　11件

平成29年 36 7 15 0 0 91 7 - - 15 1 19

平成30年 33 3 15 0 0 98 4 - - 20 0 9

令和元年 40 1 36 0 0 93 4 - - 48 1 34

各課の発生状況 内部監査 外部監査


（用語の解説）

(1)　不適合　行政サービス及び事務並びにＱＭＳに必要な活動が、要求事項を満たしていないこと（内部監査及び外部審査で指摘された不適合を含む）

　(2)　潜在的不適合　不適合が表面的には現れていないが、今後不適合となりうる原因が、内に潜んでいること

　(3)　要望　法令、例規等で定められた行政サービスを超える市民等の要求のうち、市民サービスの向上や事務改善に資するもの

　(4)　改善の機会　内部監査、外部審査で指摘された改善の機会
(5)　修正事項　再発防止策を講じる必要性が低く、軽微な修正で対応できる事項
(6)　推奨事項　要求事項を満たしているが、より改善が推奨できる事項
(7)　軽微な不適合　要求事項の一部を満たしていないもの
７　課題等
　ISO9001更新における課題について、次のとおり整理した。
1 　他のマネジメントツールとの連携

　　　目標管理や人事評価制度等といった全庁的に実施されている他の制度、他の監査システムとの連携が不十分である。相互の整合性を図りながら、連携を明確にしていくこと。

2 不適合等に関する情報の共有化

方針や目標を課内職員へ周知し縦の連携を図り、発生した不適合等を管理（リスク管理）し他部署でも再発防止に活用できるように横の連携の取り組みをより強化する。
3 効果的な内部監査の実施
重大な不適合等を中心に、内部監査を実施し当該部署のみならず、全庁的な再発予防になるよう内部監査を実施する。

4 　サービス品質の維持・向上

　　　全職員が共通認識のもと、業務改善を通常業務のー環として捉え、継続的改善を行っていくためのシステムづくりを行う必要がある。人事異動等によりサービスレベルを落とさないようなリスク管理のマネージメントを仕組みとして確立する。
5 　事務負担

　　　関係書類・資料の作成や、内部監査事務等について過大な事務負担が生じており、仕様や運用を見直し、負担軽減を図るよう検討する。
７　ＩＳＯ９００１返上の経緯（新な品質管理システムの構築）
ISO9001の導入は、市民サービスの向上等にみられるように高い効果を得ることができたと評価でき、職員一人一人の意識改革がなされてきた。
しかしながら、制度の定着は側面として、ISO9001を更新すること自体が目的化される懸念や、内部監査等の過大な事務負担といった課題を含んでいた。

その中で、令和２年新型コロナウイルス感染症に関する対応業務に人的資源を傾注するため、令和2年度にISO認証を一時停止し、その後コロナ禍の収束がみえないまま一時停止の期限を迎えた。
一方、国においては、地方自治法の一部改正（平成29年6月9日公布）により、地方公共団体の長が内部統制に関する方針を定め、必要な体制を整備・運用し、その状況を評価した報告書を監査委員の意見を付けて議会に提出し、公表する「内部統制制度」が法制化された。当該改正は、令和2年度から都道府県や指定都市への導入を義務化しているが、中核市である本市は当面、努力義務の観点から制度の実現に向けて努めることになる。

このような状況の中、国の動向を踏まえた、より負担が小さく効果が大きい新たな品質管理システムを構築するため、令和3年6月16日をもってISO認証登録を返上した。
（資料１）　

　　ＩＳＯ９００１導入によるメリット




















（資料２）
これまでの経緯
	
	市民課への初期導入の取り組み内容

	1
	H13年3月15日
	導入事前調査として､先進都市の群馬県太田市を視察

	2
	5月25日
	ＩＳＯ９００１認証取得推進本部要綱を制定

	3
	5月31日
	市長のキックオフ宣言。宣言後､全庁の職員を対象にISO講演会を実施(パレット市民劇場)

	4
	6月5日、6日
	市民課全職員を対象にISO概要研修を実施

	5
	7月4日、5日
	内部監査員予定者を対象にISO基礎研修を実施

	6
	7月13日
	管理責任者､事務局、ワーキングチーム員にて､先進都市の長野県佐久市を視察

	7
	7月～9月
	品質マニュアル､規程類､業務手順書等の作成

	8
	9月27日､28日
	内部監査員の養成研修を実施

	9
	12月１日
	｢那覇市市民課総合窓ロサービス品質マニュアル｣に基づくISOによる業務の開始

	10
	12月13日、14日
	H13年度第1回内部監査実施

	11
	H14年1月4日
	平日午後7時までの窓ロ業務時間延長試行開始

	12
	1月17日、18日
	H13年度第2回内部監査実施

	13
	2月4日、5日
	第1回予備審査実施

	14
	3月5日
	さわやか対応マニュアル発行

	15
	3月16日～4月14日
	繁忙期の土曜･日曜窓ロ業務実施

	16
	4月1日
	平日午後6時までの窓ロ業務時間延長本格開始

	17
	4月16日
	市長による第1回マネジメントレビューを実施

	18
	4月24日、25日
	第2回予備審査実施

	19
	5月30日～6月5日
	H14年度第1回内部監査実施

	20
	6月26日
	市長による第2回マネジメントレビューを実施

	21
	7月9日～12日
	登録審査(本審査)を実施

	22
	7月23日
	財団法人日本品質保証機構登録審査判定会にて認証登録決定


	
	市民協働推進課及び３支所への認証拡大の取り組み内容

	26
	H16年6月24日
	内部監査員養成研修を実施

	27
	8月17日、18日
	市民協働推進課及び３支所への拡大審査を実施

	28
	9月10曰
	財団法人日本品質保証機構登録審査判定会にて認証拡大決定

	

	
	市長事務部局全課への認証拡大の取り組み内容

	29
	平成18年8月
	市長より全庁拡大の指示

	30
	平成19年10月～11月
	ＩＳＯ９００１認証拡大準備委員会開催（全５回）

	31
	11月20日
	ＩＳＯ９００１認証拡大基本計画策定

	32
	12月6日
	認証拡大コンサルティング業務委託契約

	33
	平成20年2月～5月
	ＩＳＯ９００１認証拡大幹事会開催（全７回）

　　　　　　ワーキングチーム作業（全６班、延べ24回）

	34
	5月22日
	市長による認証拡大のキックオフ宣言

	35
	5月22日～27日
	全職員対象の導入研修（4日間　1時間30分×11回）

対象者：市長事務部局全職員(臨時・非常勤職員含む計約2,100名

	36
	5月29日～30日
	管理職研修（3時間×2回）

推進員研修（3時間×1回）

	37
	6月17日～26日
	各部勉強会（7日間　2時間×12回）

	38
	7月1日
	ＩＳＯ９００１品質管理要綱制定

	39
	7月14日～23日
	コンサルタントによる模擬審査の実施

対象：市長事務部局全47課　1日４課×2人　１課90分

	40
	8月18日

～9月9日
	内部監査の実施

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全課　　1課2時間程度

	41
	10月7日
	マネジメントレビュー（第5回品質管理委員会）

	42
	10月28日～31日
	審査機関による本審査

対象：市長事務部局全課

審査員：3人（技術専門家2人が加わり合計5人）

	43
	12月18日
	審査機関での登録決定会議で認証範囲拡大の登録決定

	44
	平成21年1月7日
	審査機関から「登録証」の手交式

	45
	6月26日

～7月10日
	内部監査の実施

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全課　　1課1時間程度

	46
	8月4日
	マネジメントレビュー（第5回品質管理委員会）

	47
	8月19日～21日
	審査機関による定期審査

対象：市長事務部局全課

審査員：3人（技術専門家1人が加わり合計4人）

	48
	10月27日
	審査機関での登録決定会議で認証維持の決定

	49
	平成22年5月11日
	推進員研修（1時間半×2回）　61名受講

	50
	5月17日～6月4日
	内部監査の実施

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全課　　1課1時間程度

	51
	7月6日
	マネジメントレビュー（第1回品質管理委員会）

	52
	7月27日～29日
	審査機関による更新審査

対象：市長事務部局全課

審査員：5人（技術専門家1人が加わり合計6人）

	53
	9月9日
	審査機関での登録決定会議で認証更新の決定

	54
	平成23年5月16日
	推進員研修（1時間半×2回）　52名受講

	55
	5月25日～6月10日
	内部監査の実施

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局35部署　　1課1時間程度

	56
	8月1日
	マネジメントレビュー（第1回品質管理委員会）

	57
	8月16日～18日
	審査機関による定期審査　対象：市長事務部局33部署

審査員：3人（技術専門家1人が加わり合計4人）

	58
	10月20日
	審査機関での登録決定会議で認証維持の決定

	59
	平成24年4月26日
	推進員研修（1時間半×2回）　58名受講

	60
	5月16日～6月4日
	内部監査の実施

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局33部署　　1課1時間程度

	61
	7月17日
	マネジメントレビュー

	62
	7月31日～8月2日
	審査機関による定期審査　対象：市長事務部局32部署

審査員：3人（技術専門家1人が加わり合計4人）

	63
	9月20日
	審査機関での登録決定会議で認証維持の決定

	64
	平成25年5月2日
	推進員研修（1時間半×2回）　66名受講

	65
	5月13日～5月31日
	内部監査の実施

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全部署　　1課1時間程度

	66
	7月16日
	マネジメントレビュー

	67
	7月23日～26日
	審査機関による更新審査　　対象：市長事務部局全部署

審査員：4人（技術専門家1人が加わり合計5人）

	68
	9月10日
	審査機関での登録決定会議で認証維持の決定


	69
	平成26年5月2日
	推進員研修（1時間半×2回）　59名受講

	70
	5月8日～5月9日
	内部監査員養成研修（4時間）

対象：副部長及び課長　　46名受講

	71
	5月12日～5月30日
	内部監査の実施

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全部署　　1課2時間程度

	72
	7月18日
	マネジメントレビュー

	73
	7月23日～26日
	審査機関による定期審査　　
対象：市長事務部局1/3部署　　審査員：2人

	74
	9月10日
	審査機関での登録決定会議で認証維持が決定（通知は8/7付）

	75
	平成27年5月1日
	推進員研修（1時間半×2回）　56名受講

	76
	　　　5月13日～5月14日
	内部監査養成研修（4時間）

対象：副部長及び課長　　45名受講

	77
	　　　5月15日～5月29日
	内部監査の実施,
監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全部署　　1課1時間半～2時間程度

	78
	　　　　　　　　7月21日
	マネジメントレビュー

	79
	　　　7月30日～7月31日
	審査機関による定期審査　

対象：市長事務部局約1/3部署　　審査員：3人（2日目は2人）

	80
	　　　　9月10日
	審査機関での登録決定会議認証維持が決定（通知は9/1付）

	81
	平成28年　4月
	推進員研修（1時間半×2回）　56名受講

	82
	　　　5月10日～11日
	内部監査養成研修（4時間）

対象：副部長及び課長　　45名受講

	83
	　　　5月12日～5月31日
	内部監査の実施,

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全部署　　1課1時間半～2時間程度

	84
	　　　　　　　　7月19日
	マネジメントレビュー

	85
	　　　7月25日～7月28日
	審査機関による更新審査　

対象：市長事務部局約1/3部署　　審査員：3人

	86
	　　　　8月25日
	審査機関での登録決定会議認証維持が決定

	87
	平成29年　4月
	推進員研修（1時間×2回）　71名受講

	88
	　　　5月8日～10日
	内部監査養成研修（4時間）

対象：副部長及び課長　　　55名受講

	89
	　　　5月11日～5月25日
	内部監査の実施,

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全部署　　1課1時間半～2時間程度

	90
	　　　　　　　　7月12日
	マネジメントレビュー

	91
	　　　7月20日～7月21日
	審査機関による定期審査　

対象：市長事務部局約1/3部署　　審査員：4人（1人は補佐）

	92
	　　　　10月18日
	審査機関での登録決定会議認証維持が決定（通知は10/30）

	93
	Ｈ30年1月10～11日
	2015年版移行研修（1時間半×4回）

対象：副部長及び課長、各課推進員、希望者　　　108人受講

	94
	平成30年　4月
	推進員研修（1時間×2回）　71名受講

	95
	　　　5月7日、9日
	内部監査養成研修（3時間）

対象：副部長及び課長　　　 60名受講

	96
	　　　5月10日～5月25日
	内部監査の実施,

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全部署　　1課1時間半～2時間程度

	97
	　　　　　　　　 7月3日
	マネジメントレビュー

	98
	　　　7月11日～7月13日
	審査機関による定期及び2015版移行審査　

対象：市長事務部局約1/3部署　　審査員：4人（1人は補佐）

	99
	　　　　8月9日
	審査機関での登録決定会議認証維持が決定

	100
	平成31年　4月
	推進員研修（1時間×2回）　66名受講

	101
	　　　5月8日～9日
	内部監査養成研修（3時間）

対象：副部長及び課長　　　72名受講

	102
	　　　5月10日～5月30日
	内部監査の実施,

監査員：副部長及び課長

対象：市長事務部局全部署　　1課1時間半～2時間程度

	103
	　　　　　　　　6月25日
	マネジメントレビュー

	104
	　　　7月2日～7月5日
	審査機関による更新審査　　対象：市長事務部局全部署
審査員：4人（技術専門家1人が加わり合計5人） 

	105
	　　　　8月1日
	審査機関での登録決定会議認証維持が決定

	106
	令和2年12月10日
	2020年12月7日～2021年6月16日まで認証登録の一時停止
が決定（新型コロナウイルス感染症対応のため）

	107
	令和3年6月16日
	ISO9001認証登録の合意解除


資料３
ＩＳＯ９００１管理組織図

（令和2年4月1日現在）









実行部門

	総務部
	環境部

	企画財務部
	市民文化部

	都市みらい部
	福祉部

	まちなみ共創部
	健康部

	経済観光部
	こどもみらい部

	出納室
	

	＜各課＞

　推進責任者（課（室）長）

　推進員


　市民満足度アンケート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料４
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市民重視





市民目線の行政サービスの実施








★市民サービスの向上　　　　　★職員の意識改革　　　　　★業務の効率化











曖昧さのない


組織の構築








組織や職員の責任､権


限､業務範囲の明確化








組織的な教育訓練








業務手順のマニュアル化


（業務手順書の作成）











業務引継の短縮








一貫性を持った文書管理











苦情･要望に対する処


　理システムの構築








是正処置・予防処置の実施








行政サービスの質の維持・改善











定期審査･内部監査








ＩＳＯ９００1


品質管理統括者


（市長）





品質管理責任者


（企画財務部長）





ISO9001事務局


事務局長　企画調整課長　　　　　


事務局員　企画調整課担当


　　　　　





内部監査員　実行部門副部長


及び課長
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